
かほく市 産業建設部 災害復興対策課

七窪地区液状化対策に関する住民説明会

1 挨拶
2 液状化対策技術検討委員会の検討状況について
3 今後のスケジュール
4 液状化被害を受けた宅地の復旧などの支援について
5 質疑応答

日時：令和８年７月１日（水） １９：００～
場所：七窪公民館
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かほく市の被害状況
【令和６年能登半島地震】

•発生時刻︓令和６年1月１日（月）
午後4時10分

•規 模︓マグニチュード7.6
•震 度︓最大震度７（志賀町）

【かほく市の最大震度】

震度５強
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かほく市の被害状況（罹災証明数の内訳）

【 死傷者 】 なし
【道路被害】 陥没、隆起、亀裂、道路側溝の破断 など
【上下水道】 上水道断水、下水道破損

合 計準半壊に
至らない準半壊小 計

（半壊以上）半壊中規模
半壊

大規模
半壊全壊罹災証明

判定内容

3,6863,342872571585859かほく市 全域

23821851512030七窪地区
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液状化判定 地震動の設定
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深さ

3m

5m

液状化層
（液状化しやすい層）

非液状化層
（液状化しにくい層）

液状化しにくい深さ
が3m以上液状化しやすい深さ

が3m未満

液状化現象と地下水位の関係について
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河川改修および宅地造成の履歴
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【河川の改修】
七窪地区を流下する宇ノ気川は1969年以降の改修により流路を東側へ大きく移動した。
旧宇ノ気川は水路として現在も活用されている。



液状化によるズレの状況
ズレの状況が大きくない
（測量誤差の範囲内）

↓
地図訂正が必要な箇所が少ない

↓
地籍再調査はしない

※地図訂正が必要な箇所
必要時に修正業務で対応

【道路復旧方法】

現状の位置で復旧
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道路復旧計画について
道路災害復旧箇所（平面図）

道路復旧路線

七尾線

ドラックストア

七窪公民館

神社

二の橋
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住民意向調査 公共施設との一体的な液状化対策の必要性
❚集計状況（液状化被害可能性範囲のみ）
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液状化対策の事業について
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箇所数凡例

16箇所SWS試験

1地点調査ボーリング

平面位置図（調査位置図）

公民館

市道

ドラックストア
七尾線

神社

二の橋

出典：国土地理院_地理院地図に加筆

ボーリング調査・地下水位調査について
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調査範囲（七窪地内）



地下水位の状況（標高表示）
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地下水位の状況（GL〈グランドレベル〉）
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液状化対策工法（地下水位低下工法）
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対策前の状態
(地下水位低下前)

対策後の状態
(地下水位低下後)

集排水管

宅地 道路

現況

宅地 道路

対策後

水路

現在の地下水位：地表面から約1m下

水路

目標の地下水位：地表面から3m以上とする

・「地下水位低下工法」は、地下水位を低下させて、非液状化層(液状化しにくい層)を
約3メートル以上とすることにより、液状化の被害を低減する工法です。

・道路下に集排水管を埋設することで「公共施設と宅地の一体的な液状化対策」が可能となります。

液状化対策工法（地下水位低下工法）
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地下水位低下工法の実証実験について
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地下水位低下工法の実証実験について

両地区の地質や粒度特性がほぼ同じであること、大崎地区の
実証実験結果で地下水位低下効果が確認できることを踏まえ、

「地下水位低下工法の実証実験を実施しない」
方針とする。

【大崎地区と七窪地区の砂丘(Ad層)の粒度特性】

Ad1 層 ﾃﾞｰﾀ数 27 As1 層 ﾃﾞｰﾀ数 4

Ad2 層 ﾃﾞｰﾀ数 12 7) Ac 層 ﾃﾞｰﾀ数 10

Ap 層 ﾃﾞｰﾀ数 2 7) As2 層 ﾃﾞｰﾀ数 28
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各地層における粒径加積曲線(七窪地区)

0.005mm 0.075mm 0.005mm 0.075mm

砂丘(Ad層)における粒径加積曲線(大崎地区＿地下水位低下エリアA範囲)

Ad2 層

Ad1 層

出典：大崎地区液状化対策実証実験調査解析業務－報告書-,パシフィックコンサルタンツ株式会社,
PP.3-23～3-24,R8.3より一部加筆

Ad1 層

Ad2 層

0.005mm 0.075mm

大崎地区と七窪地区の「砂丘(Ad層)の粒度特性」は同程度
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液状化被害のフロー図
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集排水管の配置検討方針（解析方針）
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集排水管の配置検討方針（予測解析結果）
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集排水管の配置検討方針（予測解析結果）
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集排水管の配置検討方針（予測解析結果）
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-○-

集排水管の平面配置計画 ●ケース１：集排水管①のみを配置した場合
⇒集排水管①の設置深度： GL-3.5m

●ケース2：集排水管①＋集排水管②で配置した場合
⇒集排水管①の設置深度： GL-3.5m

集排水管②の設置深度： GL-3.5m以上(Ad層内)

設置深度
GL-3.5m

←集排水管①→
集排水管①集排水管②

設置深度GL-3.5m以
上

南北方向の地質断面図 東西方向の地質断面図

Ad1層
Ap層As層Ac層
As2層

Ad1層

Ap層
As1層
Ac層

Ad2層Ad2層
設置深度GL-
3.5m

集排水管の設置深度計画

施工性および費用対効果が高い
「ケース1」にて実施する方針とする

・浸透流解析より、七窪地区にて「ケース1」、「ケース2」ともに
目標水位を満足した。

公民館●

●ドラッグストア

●二の橋

出典：国土地理院_地理院地図より一部加筆

集排水管② 集排水管①

【集排水管の配置計画】

地下水位低下工法の集排水管設置について
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内 容時 期
液状化対策に関する説明会7月1日（本日）

第4回液状化対策技術検討委員会9月（予定）

液状化防止対策事業エリアに関する説明会
（大崎地区、七窪地区）第４回技術検討委員会後

事業要望エリアの地元選定

詳細設計業務エリア選定後

今後の予定

（大崎地区 実証実験解析 完了後）
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液状化被害を受けた宅地の復旧・住宅の傾斜修復等への支援
〇 液状化等により被害を受けた宅地や住宅の復旧のため、所有者が実施する、

宅地の復旧や住宅の耐震化を支援する補助制度を創設

補 助 額

地震で耐震性が低下した住宅の耐震改修、傾斜修復 など擁壁、地盤、宅地のり面等の復旧、
住宅の地盤改良、傾斜修復 など補助内容

住宅耐震化促進事業被災宅地等復旧支援事業宅
地

住
宅

補助額︓最大958.3万円
（補助対象:上限1,200万円）

定額補助︓最大250万円

耐震改修

地盤改良

宅地の復旧
擁壁の復旧傾斜修復

（ジャッキアップ等）

所有者市復興基金
50
万円1/61/62/3

（耐震診断により耐震性がない住宅が対象）

対象範囲
（イメージ）

市
145万円

県
45万円

国
60万円

応急修理などの少額工事相当を控除
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支援対象について

対象事業費：1,４50万円

宅地復旧： 958.3万円補
助
額

耐震改修：２50.0万円

計 ：1,２08.3万円

対象事業費：1,200万円

宅地復旧：958.3万円補
助
額

計 ：958.3万円

対象事業費： 250万円

補
助
額

耐震改修：2５0.0万円

計 ：2５0.0万円

250万円
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支援額と個人負担額

被災宅地等復旧支援事業宅
地

1,200万円1,000万円500万円200万円100万円50万円工事費

958.3万円791.6万円375万円125万円41.6万円0万円補助金額

・支給額は、50万円を控除した額に対して6分の5を乗じた額になります。
・なお、対象工事費が1,200万円を超えた場合は、支給額は一律958.3万円です。
・支援金の申請は１宅地１回となります。

住宅耐震化促進事業住
宅

耐震診断費・・・補助率 9/10（補助上限額：10万円）
診断費用が11.2万円を超えた場合は、支給額は一律10万円です。

耐震改修工事・・耐震診断で、耐震化率1.0未満の建物が対象（傾斜修復を含む）
補助率 10/10（補助上限額：250万円）
工事費が250万円を超えた場合は、支給額は一律250万円です。

〔補助金額の計算の仕方〕 例︓工事費710万円の場合
（工事費 ７１０万円 － 控除額 ５０万円）× ５/６ ＝ 補助金額 ５５０万円
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沈下・傾斜した建物の復旧工法

宅地の復旧・住宅の傾斜修復等への支援 担当：都市建設課（076-283-7104）-28-


